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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については 

記載しておりません。 

２．消費税等の取扱い 

売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 14,637,804 14,169,787 13,024,630 10,590,329 6,659,456 

経常損益（△は損失）（千円） 177,051 113,308 △610,403 △926,811 77,391 

当期純損益（△は損失）(千円） 90,727 47,175 △732,373 △1,637,681 △329,016 

持分法を適用した場合の投資 

損益（△は損失）（千円） 
－ － － △25,515 3,014 

資本金（千円） 1,378,710 1,378,710 1,378,710 1,378,710 1,378,710 

発行済株式総数（株） 9,266,720 9,266,720 9,266,720 9,266,720 9,266,720 

純資産額（千円） 4,420,375 4,291,480 3,446,602 1,773,512 1,446,409 

総資産額（千円） 9,565,703 8,003,634 9,644,662 4,688,373 2,378,467 

１株当たり純資産額（円） 477.30 473.15 385.09 198.30 161.93 

１株当たり配当額(内１株当たり

中間配当額)（円） 

10 

(－) 

7 

(－) 

5 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純損益金額 

（△は損失）（円） 
9.81 5.13 △81.59 △183.05 △36.81 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 46.2 53.6 35.7 37.8 60.8 

自己資本利益率（％） 2.1 1.1 △18.9 △62.7 △20.4 

株価収益率（倍） 81.04 58.47 － － － 

配当性向（％） 102.1 136.4 － － － 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
400,628 1,975,690 △1,696,193 1,143,835 822,335 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△62,561 △203,051 △221,752 82,213 49,227 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△703,783 △1,185,468 1,706,834 △2,286,832 △1,178,151 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
1,432,080 2,013,906 1,777,301 736,866 430,308 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

171 

(28) 

144 

(22) 

128 

(19) 

92 

(19) 

66 

(19) 



３．第22期までの持分法を適用した場合の投資損益につきましては、関連会社の重要性が乏しいため、記載して

おりません。 

４．第20期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

損益金額の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第21期までは希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、第22期からは潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。 



２【沿革】 

 当社（昭和43年12月12日株式会社上野いがらしとして設立、本店所在地東京都台東区、株式額面500円。以降、平

成５年６月８日に本店所在地を東京都千代田区に移転。平成６年６月17日に商号を株式会社エフ・ケーコーポレーシ

ョンに変更。平成６年６月28日に商号を株式会社エフ・ケーインターナショナルに変更。）は株式会社アドテック

（昭和58年２月17日設立、本店所在地東京都目黒区、株式額面50,000円）の株式額面金額を変更するため、平成９年

10月１日を合併期日として、同社を吸収合併し、（平成９年10月31日に商号を株式会社エフ・ケーインターナショナ

ルから株式会社アドテックに変更）同社の資産・負債及びその他一切の権利義務を引き継ぎましたが、合併前の当社

は休業状態にあり、合併後において被合併会社の営業活動を全面的に継承いたしました。従いまして、実質上の存続

会社は被合併会社である旧株式会社アドテックでありますから、以下の記載事項につきましては、特段の記述がない

限り、合併期日までは実質上の存続会社について記載しております。 

 なお、事業年度の期数は、実質上の存続会社の期数を継承しておりますので、平成10年４月１日より始まる事業年

度を第17期といたしました。 

年月 事項 

昭和58年２月 電子部品及び電子機器の製造開発並びに販売を目的として東京都目黒区上目黒二丁目20番５号伊

勢脇ビルに株式会社アドテックを設立 

昭和58年11月 業容拡大により本店を東京都目黒区青葉台一丁目29番６号ライオンズビルへ移転 

平成５年６月 パソコン用増設メモリモジュールの製造販売を開始 

平成６年５月 業容拡大により本店を東京都目黒区東山一丁目６番１号へ移転 

平成７年６月 業容拡大により本店を東京都目黒区東山一丁目４番４号へ移転 

平成７年９月 スパークインターナショナル社からワークステーションに内蔵する増設メモリモジュールの製造

を認められ、同社とライセンス契約を締結する。 

平成７年10月 サンマイクロシステムズ社からワークステーションに内蔵する増設メモリモジュールの製造を認

められ、同社とライセンス契約を締結する。 

平成８年３月 海外部門強化のため株式会社アミックスに資本参加し、当社の100％子会社とする。 

平成８年５月 大阪市中央区に大阪支店を開設 

平成９年８月 福岡市博多区に福岡営業所（現・福岡支店）を開設 

平成９年10月 １株の額面金額を50,000円から500円に変更するため、株式会社エフ・ケーインターナショナルと

合併 

平成10年１月 無線ＬＡＮシステムを発売 

平成10年２月 デジタルカメラ用の「コンパクトフラッシュカード」を発売 

平成10年３月 大容量のハードディスクである「ＲＡＩＤ」を発売 

平成10年４月 デジタルカメラ用の「スマートメディア」を発売 

平成10年６月 名古屋市中区に名古屋支店を開設 

平成10年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成10年12月 パソコン用の「液晶モニタ」を発売 

平成11年５月 大容量データのバックアップ用としての光磁気ディスクドライブ（ＭＯ）の発売 

 



年月 事項 

平成11年９月 大容量を必要とするマルチメディアデータを作成するためのＣＤ書込み／書換え装置（ＣＤ－

Ｒ、ＣＤ－ＲＷ）の発売 

平成11年12月 ＩＳＯ９００１登録（メモリモジュールの設計、製造管理） 

平成12年１月 特許取得（無線ＬＡＮにおける伝送制御方法および伝送制御装置） 

平成12年６月 ＩＳＯ９００１（名古屋支店及び福岡支店に登録範囲を拡大） 

平成12年11月 パソコン「Live(ライブ)」シリーズを発売 

平成13年３月 

平成14年８月 

平成14年９月 

 平成15年11月 

  平成15年12月 

  平成16年３月 

 平成16年12月 

平成17年４月 

  平成17年６月 

  平成17年６月 

平成17年８月 

平成17年11月 

シリコンオーディオプレーヤー「Ｍｐｉｏ」を発売 

ＩＳＯ１４００１登録（環境マネジメントシステム） 

ＤＶＤマルチドライブを発売 

 江東区青海にカスタマ・センター移転 

 JEDEC外形企画に準拠したハロゲンフリー基盤採用のメモリーモジュールを発売 

  高速書込み、低音・低振動設計の内蔵型ＤＶＤドライブを発売 

 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

名古屋支店を大阪支店へ統合・廃止 

  本店を東京都目黒区東山より東京都目黒区青葉台へ移転 

  大阪支店を大阪市中央区より大阪市浪速区へ移転 

東京支店を新設、本店機能を移転 

カスタマ・センターを東京支店へ統合・廃止 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は当社（株式会社アドテック）の他、その他の関係会社１社（シンデン・ハイテックス株式会

社）、子会社１社（ADTEC Corporation UK Limited）、及び関連会社２社（株式会社ＡＰＤ、SEI CORPORATION）で

構成されており、電子部品及び電子機器の製造開発並びに販売を主たる業務としております。 

 当社の事業集団の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。。 

 当社が製造販売するほか、当事業年度よりその他の関係会社となりますシンデン・ハイテックス株式会社（集積回

路および液晶など電子部品の販売）を通じて製品、部材の調達および販売を行っております。その他の子会社、関連

会社との直接取引はありません。 

 なお子会社でありました株式会社アミックスは当事業年度に全株式を売却しております。 

またRICHIP INC.は株式交換により、関連会社ではなくなりました。 

[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注）関係会社につきましては重要性が乏しいため、連結財務諸表は作成しておりません。 



４【関係会社の状況】 

（その他の関係会社） 

  （注）シンデン・ハイテックス株式会社は,当事業年度において当社の株式を購入したことにより、その他の関係会 

     社となりました。 

 （子会社）  

  （注）前事業年度まで子会社でありました株式会社アミックスは、当事業年度に全株式を売却したことにより、子会 

     社でなくなりました。 

（関連会社） 

 （注）前事業年度まで関連会社でありましたRICHIP INC.は、当事業年度において株式交換により、関連会社でなくなり

       ました。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社

からの派遣社員を含む）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比し、26名減少しましたのは、不採算事業の見直しのため人員削減を実施したことによ

るものであります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

 シンデン・ハイテックス株式会社
 東京都 

 中央区 
340,000  電子部品の販売 直接32.8%  

 電子部品の売買。 

 役員の兼任あり。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

ADTEC Corporation UK Limited 英国・ロンドン 
 25,000 

   ポンド 

電子部品・電子

機器の販売 
100 

当社製品を販売。

資金援助あり。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

SEI CORPORATION 韓国・ソウル 300千ウォン 
電子部品・電子機

器の販売 
33 当社製品を販売。 

株式会社 ＡＰＤ 東京都目黒区  59百万円 
電子製品の製造・

加工・販売 
44 

当社製品の外注加工。

資金援助あり。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

66 (19) 34才 4ヶ月 5年 2ヶ月 4,901,721 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期のわが国経済は、企業収益の改善により、雇用が回復し所得増加に伴い個人消費も持ち直すなど景気は緩やか

に回復を続けております。 

 当社の属しますパソコンを中心とした情報機器分野におきましては、2005年度のパソコン出荷台数が、前年比

109％（金額ベースは99％）と推移しております。 

  こうした状況の中で、過去２期連続赤字の解消のため、経営基盤の再構築として①事業分野の見直し、②リテール

系セールスチャネルの整理統合、③法人系及びＯＥＭビジネスの強化、④原価低減及び経費の削減、⑤シンデン・ハ

イテックス社との協業による新規製品開発及び新規ＯＥＭビジネスの推進等の諸施策を実行してまいりました。 

その結果、売上高は6,659百万円（前期比3,930百万円の減少）売上総利益は916百万円（前期比415百万円の増加）と

なりました。売上高の対前年比減少要因としては主に事業分野の見直しにより、前事業年度に不採算製品であった液

晶モニタ事業から撤退し、また当事業年度後半にＭＰ３プレーヤー事業から撤退したこと、及びリテール系セールス

チャネルの整理統合によるものであります。当社主力製品のメモリ及びフラッシュメモリ製品売上高に関しては、Ｏ

ＥＭ系ビジネスへの拡大を図ったことにより、ＯＥＭ系売上高が前期比24％増加し、また携帯電話ユーザー向けMini

ＳＤが好調に推移しましたが、当事業年度下期後半に予定しておりましたフラッシュメモリ系新規製品によるＯＥＭ

ビジネスは翌事業年度へ持ち越されました。 

 営業損益につきましては、経費の削減策として実施しました本支店及びカスタマ・センターの移転統合、事業分野

の絞込みによる人員の削減により、販管費は987百万円となり前期比424百万円の減少と大幅に改善しましたが、営業

損失70百万円（前期比840百万円の減少）となりました。 

 経常損益につきましては77百万円（前事業年度は926百万円の損失）の利益となりました。これは為替レートが円

安（対米ドル）に推移したため為替差益を154百万円計上したことによるものであります。 

 当期純損益につきましては当期純損失329百万円となりました。これは主に、貸倒引当金繰入額、投資有価証券評

価損、製品補償損失、及び事業所の移転・統合費用等を特別損失として計上したことによるものであります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税引前当期純損失が323百万円となりました

が、主に売上債権及びたな卸資産の減少等により営業活動によるキャッシュ・フローは822百万円となりました。投

資活動によるキャッシュ・フローは、主にゴルフ会員権の売却、関係会社株式の売却により49百万円、財務活動によ

るキャッシュ・フローは、短期借入金の減少により△1,178百万円となり、期末資金残高は430百万円となりました。

 当事業年度における前期に対する各キャッシュ・フローの増減状況と要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動の結果獲得した資金は、前期に比べ321百万円減少し822百万円となりました。これは主

として税引前当期純損失が大幅に減少（対前期比1,236百万円減）しましたが、それ以上に売上債権及びたな卸資産

の減少額が縮小（対前期比1,199百万円減）したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動の結果獲得した資金は、前期に比べ32百万円減少し49百万円となりました。これは主と

して前期に生じた投資有価証券の売却収入がなくなったこと（対前期比99百万円減）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動の結果減少した資金は、前期に比べ1,108百万円減少し1,178百万円となりました。これ

は主として短期借入金返済の減少（対前期比1,065百万円減）によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．従来区分表示しておりました無線ＬＡＮ機器の構成比が相対的に低下したため、品目別分類を見直し、その

他周辺機器等の中に含めました。 

    ２．金額は総製造費用により記載しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）製品仕入実績 

 （注）１．従来区分表示しておりました液晶表示装置（ＬＣＤ）の構成比が相対的に低下したため、品目別分類を見直

し、その他周辺機器等の中に含めました。 

    ２．従来区分表示しておりました無線ＬＡＮ機器は当事業年度において仕入金額がありませんので記載しており

ません。 

 ３．金額は仕入価額により記載しております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 
第24期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

デスクトップ用メモリモジュール（千

円） 
385,580 46.3 

ノートブック用メモリモジュール（千

円） 
950,604 80.6 

サーバー・ワークステーション用メモ

リモジュール（千円） 
85,153 179.5 

ＯＥＭ用メモリモジュール 

（千円） 
1,099,706 104.7 

その他周辺機器等（千円） 253,452 48.1 

合計（千円） 2,774,497 76.3 

品目 
第24期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

メモリモジュール製品（千円） 505,279 55.5 

ＯＥＭ用メモリモジュール（千円） 819 2.5 

その他周辺機器等（千円） 352,864 14.1 

合計（千円） 858,962 24.9 



(3）商品仕入実績 

 （注）１．金額は仕入価額により記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(5）主要原材料の価格の推移 

 （注）１.本表の価格は市中相場価格であり、日本経済新聞調査資料によっております。 

    ２.本表の価格は１個当たりの価格であり、消費税等は含まれておりません。  

品目 
第24期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

フラッシュメモリ関連商品（千円） 1,733,186 85.3 

合計（千円） 1,733,186 85.3 

主要原材料 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平成17年６月 平成17年９月 平成17年12月 平成18年３月 

256Ｍ ＤＲＡＭ（ＤＤＲ）（円） 245 285 252 240 

512Ｍ ＤＲＡＭ（ＤＤＲ２）（円） 515 575 473 666 



(6）販売実績 

 （注）１．従来区分表示しておりました液晶表示装置（ＬＣＤ）の構成比が相対的に低下したため、品目別分類を見直

し、その他周辺機器の中に含めました。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当事業年度は、ビジネスパートナーでありますシンデン・ハイテックス社の協力のもと事業分野の見直しを行ない、

経営体質の改善に努めてまいりました。残念ながら黒字転換は果たせなかったものの経営の効率化は着実に進んでおり

ます。単年度黒字を確実なものとするため以下の取組みを実践いたします。 

（１） シンデン・ハイテックス社との協業推進により、新規製品事業を展開し、ＯＥＭビジネスの拡大およびＯＥＭ 

    対応力の向上を図ります。 

（２） 経営環境の変化に対応し、社内組織体制を適時見直し、同時に内部統制システムを定期的に点検し、業務の適 

       正化を図ります。 

（３） 会社の中核となる社員を育成し、定着化を図ります。 

（４） 人員及び総経費の適正化に努めるとともに、財務体質の健全化をさらに進めます。 

品目 
第24期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

メモリモジュール製品（千円） 3,863,263 80.7 

フラッシュメモリ関連商品（千円） 2,144,658 90.0 

その他周辺機器（千円） 651,534 19.1 

合計（千円） 6,659,456 62.9 

相手先 
第23期 第24期 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ソフトバンクＢＢ株式会社 292,171 2.8 942,702 14.2 

ダイワボウ情報システム株式会社 1,072,767 10.7 558,049 8.4 



４【事業等のリスク】 

  当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事

項を記載しております。なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める所存であります。 

  

（１）為替変動による影響について 

 当社が取り扱う製品の多くは海外から調達し、国内の顧客に販売しております。為替相場の変動は、外貨建て取引に

より発生する資産・負債及び仕入価格に影響を与える可能性があります。当社は為替の変動リスクを軽減し、また回避

するために為替予約等の手段を講じることがありますが、為替相場の変動によって当社の業績と財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

（２）競合市場について 

 当社が事業を展開するパソコン周辺機器市場は市場拡大とともに激しい競争にさらされております。競合会社は当社

よりも収益性が高く、価格面で当社よりも競争力を有している可能性もあります。今後価格面での圧力または有効に競

争できない場合には当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（３）原材料の市況変動の影響について 

 メモリ製品の主原材料であるＤＲＡＭやフラッシュメモリ等の半導体メモリの価格は総じて下落傾向にあります。ま

た、これまで循環的な変動を繰り返すなど、半導体需要動向等の影響を受ける可能性があります。市況価格の変動はメ

モリ製品の価格に影響する可能性が高く、今後とも半導体メモリの価格推移の予想は難しいことから、その変動が当社

の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（４）有利子負債依存度と金利の変動の影響について 

 当社の資金状況は、仕入先に対する支払いサイトに比較し、販売先からの回収サイトが長いことから、売上の増加に

伴い運転資金需要が増加した場合、金融機関からの短期借入金により調達しております。当事業年度末の残高は前事業

年度末に比べ大幅に減少しておりますが、当社の販売動向、金融機関の融資姿勢、金利動向によっては当社の業績と財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）外国会社からのライセンス契約 

 （注） 上記については契約一時金のほか、ロイヤリティとして売上高の一定率を支払っております。 

(2）内国会社との取引基本契約 

 (3）内国会社との特許権の実施許諾契約 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

相手先 国名 契約の内容 契約期間 

サンマイクロシステムズ社 米国 
 ワークステーションに内蔵する増設

メモリーモジュールの製造認定 

平成７年10月18日から対

象特許の満了日 

相手先 契約品目 契約の内容 契約期間 

菱電商事株式会社 ＤＲＡＭ製品 
 三菱電機株式会社製半導体（ＤＲＡ

Ｍ製品）の購入に関する基本契約 

平成８年３月21日から 

平成９年３月20日まで 

以降１年ごとの自動更新 

株式会社エー・ディーデバイス ＤＲＡＭ製品 
 株式会社東芝製半導体（ＤＲＡＭ製

品）の購入に関する基本契約 

平成９年８月１日から 

平成10年７月31日まで 

以降１年ごとの自動更新 

株式会社ハイニックス・セミコ

ンダクター・ジャパン 
ＤＲＡＭ製品 

 株式会社ハイニックス製半導体（Ｄ

ＲＡＭ製品）の購入に関する基本契約 

平成14年12月16日から 

平成15年12月31日まで 

以降１年ごとの自動更新 

丸文セミコン株式会社 ＤＲＡＭ製品 
 日本サムスン株式会社製半導体（Ｄ

ＲＡＭ製品）の購入に関する基本契約 

平成16年４月１日から 

平成17年３月31日まで 

以降１年ごとの自動更新 

相手先 契約品目 契約の内容 契約期間 

株式会社日立製作所 
メモリモジュ

ール 
 特許権の実施許諾契約 

平成16年３月31日から 

平成25年６月25日まで 

株式会社ルネサステクノロジ 
メモリモジュ

ール 
 特許権の実施許諾契約 

平成16年３月31日から 

平成25年６月25日まで 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当事業年度末（平成18年３月31日）現在における財務状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。  

 

（１） 重要な会計方針及び見積もり 

 当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。その

作成には経営者による会計方針の選択や適用、資産負債及び収益費用の金額及び開示に影響を与える見積もりを行わな

ければなりません。経営者はこれらの見積もりについて、過去の経験及び実績等を勘案して合理的に判断しております

が、実際の結果は見積もり特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。 

 当社の財務諸表の作成にあたって採用しております重要な会計方針につきましては、第５「経理の状況」の重要な会

計方針に記載しております。 

 

 （２） 財政状態の分析 

（流動資産） 

  当事業年度は、経営基盤の再構築として、財務体質の改善、資金運用の効率化を図るべく資産の圧縮に努めてまいり

ました。流動資産につきましては不採算事業からの撤退による売上高減少により、売上債権（受取手形・売掛金・未収

入金）が1,125百万円、棚卸資産が463百万円とそれぞれ大幅に減少いたしました。その結果、当事業年度末における流

動資産の残高は、2,079百万円（前事業年度は4,060百万円）となり、1,980百万円減少いたしました。 

 

（固定資産） 

  当事業年度末における固定資産の残高は、298百万円（前事業年度は628百万円）となり、329百万円減少いたしまし

た。主な要因として、差入保証金の解消により158百万円減少したほか、投資有価証券（前事業年度は関係会社株式に

計上）の減損処理により66百万円、ゴルフ会員権（前事業年度はその他に計上）の売却により35百万円、固定資産の除

売却により29百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は、874百万円（前事業年度は2,858百万円）となり、1,984百万円減少いたし

ました。主な要因として、借入金の圧縮を行なった結果短期借入金が1,174百万円、オプション等負債の解消により262

百万円、在庫圧縮による買掛金の減少により477百万円それぞれ減少したことによるものであります。なお、前事業年

度に締結いたしました、借入金に対するコミットメントライン契約につきましては、その借入金を返済し、平成17年７

月29日をもって契約を満了しております。 

 

（固定負債） 

 当事業年度末における固定負債の残高は、58百万円（前事業年度は56百万円）となり、2百万円増加いたしました。

これは退職給付引当金の増加によるものであります。 

 

（資本） 

 当事業年度末における資本合計は、1,446百万円（前事業年度は1,773百万円）となり、327百万円減少いたしまし

た。主な要因として、当期純損失を329百万円計上したことによるものであります。 

 

 （３）キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの獲得822百万円、投資

活動によるキャッシュ・フローの獲得49百万円に対して、財務活動によるキャッシュ・フローの支出1,178百万円によ

り前事業年度比306百万円減の430百万円となりました。営業活動によるキャッシュ・フローの獲得は、税引前当期純損

失が323百万円生じましたが、売上債権が1,074百万円、棚卸資産が463百万円それぞれ減少したことによるものであり

ます。投資活動によるキャッシュ・フローの獲得は、主に会員権の売却収入36百万円、関係会社株式の売却収入25百万

円に対して有形固定資産の取得として28百万円支出したことによるものであります。財務活動によるキャッシュ・フロ

ーの支出は、資産削減にともない必要資金を圧縮し、短期借入金を1,174百万円返済したことによるものであります。 



（４）経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は6,659百万円（前事業年度比37.2％減）、売上総利益916百万円（前事業年度比82.9% 

増）、営業損益は70百万円の損失（前事業年度は910百万円の損失）、経常損益は77百万円の利益（前事業年度は926百

万円の損失）、当期純損益は329百万円の損失（前事業年度は1,637百万円の損失）となりました。 

売上高の製品別の構成につきましては、メモリモジュール製品が3,863百万円（前事業年度比925百万円の減少）、フラ

ッシュメモリ関連製品が2,144百万円（前事業年度比239百万円の減少）、その他周辺機器が651百万円（前事業年度比

2,765百万円の減少(前事業年度に撤退した液晶表示装置（ＬＣＤ）の前事業年度実績1,663百万円を含む)）となってお

ります。また、その他周辺機器に含まれますＭＰ３プレーヤーにつきましても当事業年度下半期に撤退したことで前事

業年度に比べ大幅に減少いたしました。 

 売上総利益は不採算事業からの撤退により大幅に改善いたしました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、987百万円（前事業年度比424百万円の減少）となりました。人員削減、事業

所等の移転統合、販売チャネル見直しにより経費は大幅に減少しました。 

 経常損益は為替レートが円安に推移したため為替差益が154百万円計上され77百万円の利益となりました。 

 また、貸倒引当金繰入額、投資有価証券評価損、製品補償損失及び本社等移転費用等を特別損失として401百万円計

上いたしました。 

 

（５）翌事業年度の経営戦略の見通し 

 当事業年度から取り組んでおります、当社のその他の関係会社でありますシンデン・ハイテックス社との協業推進に

よるメモリ及びフラッシュメモリ系新規ＯＥＭビジネスの拡大のほか、新規製品による事業展開を見込んでおり、その

効果は下期より顕著に現れるものと予想しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は24,883千円であります。その主なものは東京支店（東京

都中央区）の新設、大阪支店移転、カスタマ・センター移転にともなう電気設備工事等7,854千円であります。ま

た、当期において本店機能を東京支店へ移転したことにより、本店建物附属設備を13,075千円廃棄処分いたしまし

た。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内に３所の支店を有しております。 

 主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数
(人) 建物 

（千円） 
車両運搬具 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

東京支店 

（東京都中央区） 

管理、販売、開発、

物流設備 
5,113 － 28,734 33,848 56 

大阪支店 

（大阪市浪速区） 
販売設備 2,061 － 361 2,422 6 

福岡支店 

（福岡市博多区） 
販売設備 － － 233 233 4 

名称 
台数 
（台） 

リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

事務用機器 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

31 １～５ 14,570 11,057 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」の欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使 

    により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成14年６月27日定時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 27,328,000 

計 27,328,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,266,720 9,266,720 
ジャスダック証券取

引所 
－ 

計 9,266,720 9,266,720 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 21 21 

新株予約権の目的となる株式の種類 普 通 株 式 普 通 株 式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 21,000 21,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 646,000 646,000 

新株予約権の行使期間 
自平成16年７月１日 

至平成18年６月30日 

自平成16年７月１日 

至平成18年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  646 

資本組入額 323 

発行価格  646 

資本組入額 323 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当

社に在任、在職すること

を要する。 

なお、その他の条件につ

いては、新株予約権発行

の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の

割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

権利行使時においても当

社に在任、在職すること

を要する。 

なお、その他の条件につ

いては、新株予約権発行

の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の

割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れ、相

続及びその他の処分は認

めない。 

権利の譲渡、質入れ、相

続及びその他の処分は認

めない。 



     平成15年６月27日定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）資本準備金の減少は、平成17年６月29日開催の定時株主総会決議に基づく損失処理によるものであります。 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 56 54 

新株予約権の目的となる株式の種類 普 通 株 式 普 通 株 式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 56,000 54,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 550,000 550,000 

新株予約権の行使期間 
自平成17年７月１日 

至平成19年６月30日 

自平成17年７月１日 

至平成19年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  550 

資本組入額 275 

発行価格  550 

資本組入額 275 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当

社に在任、在職すること

を要する。 

なお、その他の条件につ

いては、新株予約権発行

の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の

割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

権利行使時においても当

社に在任、在職すること

を要する。 

なお、その他の条件につ

いては、新株予約権発行

の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の

割当対象者との間で締結

する新株予約権割当契約

に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れ、相

続及びその他の処分は認

めない。 

権利の譲渡、質入れ、相

続及びその他の処分は認

めない。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月29日

（注） 
－ 9,266,720 － 1,378,710 △916,357 519,852 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式334,560株は「個人その他」に334単元及び「単元未満株式の状況」に560株を含めて記載しており

ます。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記には含まれませんが、当社は、自己株式 334千株を保有しております。なお、当該株式は、 

       旧商法241条第２項の規定により議決権を有しておりません。 

        ２．前事業年度末現在主要株主でなかったシンデン・ハイテックス株式会社は、当事業年度末では 

            主要株主となっております。 

     ３．前事業年度末現在主要株主であった河合優氏は、当事業年度末では主要株主でなくなっております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 9 26 3 － 1,550 1,594 － 

所有株式数（単元） － 230 65 3,247 26 － 5,622 9,190 76,720 

所有株式数の割合

（％） 
－ 2.50 0.71 35.33 0.28 － 61.18 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シンデン・ハイテックス株式会社 東京都中央区湊一丁目１番12号 2,900 31.29 

河合 優 東京都目黒区 548 5.92 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 145 1.56 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 145 1.56 

山元 秀昭 鹿児島県鹿屋市 92 0.99 

河合 克美 東京都世田谷区 69 0.75 

学校法人田中育英会 東京都渋谷区千駄ケ谷５丁目30番16号 57 0.61 

西田 博崇 東京都稲城市 55 0.59 

岡部 隆宏 東京都墨田区 54 0.58 

田ノ岡 正夫 大阪府大阪市 52 0.56 

計 － 4,119 44.40 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、11,000株（議決権 11

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   334,000  
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,856,000 8,856 － 

単元未満株式 普通株式  76,720  － － 

発行済株式総数 9,266,720 － － 

総株主の議決権 － 8,856 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アドテック 
東京都目黒区青葉台

１－28－３ 
334,000 －  334,000 3.6 

計 － 334,000 －  334,000 3.6 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予

約権を発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月27日第20回定時株主総会終結の時に在任する当社取締役及

び同日現在在籍する当社従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成14年６月27

日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注） 新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、新株予約

権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における日本証券業協会が公表す

る当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる）とする。 

ただし、その金額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、

新株予約権発行日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行、または自己株式を処分するときは、次の算式により払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

ただし、新株予約権の行使の場合を含まない。 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 取締役、従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 140,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 (注) 

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成18年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社に在任、在職することを要す

る。 

なお、その他の条件については、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当対象者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入れ、相続及びその他の処分は認めな

い。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

 
分割・併合の比率 

     

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の１株当たりの時価 

 
既発行株式数＋新規発行株式数 



（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年６月27日第21回定時株主総会終結の時に在任する当社取締役及

び同日現在在籍する当社従業員及び当社の業績向上に貢献した外部協力者に対して特に有利な条件をもって新株

予約権を発行することを、平成15年６月27日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注） 新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）は、新株予約

権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における日本証券業協会が公表す

る当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる）とする。 

ただし、その金額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、

新株予約権発行日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の

算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株を発行、または自己株式を処分するときは、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

ただし、新株予約権の行使の場合を含まない。 

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 取締役、従業員、当社の業績向上に貢献した外部協力者 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 300,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 (注) 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成19年６月30日まで 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社に在任、在職することを要す

る。 

なお、その他の条件については、新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当対象者との

間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入れ、相続及びその他の処分は認めな

い。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

 
分割・併合の比率 

     

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の１株当たりの時価 

 
既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  （注）平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定め

ております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月28日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（千円） 

自己株式取得に係る決議 －  －  －  



３【配当政策】 

  当社は、株主に対する利益還元を経営の重要な課題の一つとして認識しております。日々激変する経営環境のもと

で、安定的な経営基盤の確保に心がけ、株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の

継続を、業績に応じて行うことを基本方針としておりますが、当事業年度は欠損の為、無配とさせていただくこととな

りました。 

 翌事業年度以降、業績の回復に努め出来るだけ早い時期での復配を予定しております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第23期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,500 930 480 
410 

※622 
384 

最低（円） 295 255 268 
202 

※244 
188 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 345 296 286 269 246 235 

最低（円） 239 259 241 230 188 191 



５【役員の状況】 

（注）常勤監査役 櫻井義勝、監査役 萬田和彦及び新村拓司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

所有 
株式数 

（千株） 

代表取締役社長  蔵 内 政 一 昭和34年２月21日生 

昭和57年４月 菱洋電機株式会社入社 

平成７年８月 シンデン・ハイテックス株式会社入社

平成16年１月 同社営業本部長 

平成17年３月 当社入社顧問 

 平成17年６月当社代表取締役社長（現任） 

2 

 代表取締役専務  管理本部長 林  芳 弘 昭和22年１月３日生 

昭和44年３月 日本ＩＢＭ株式会社入社 

平成２年１月 同社管理部長 

平成15年９月 シンデン・ハイテックス株式会社入社 

平成17年４月 当社入社管理部長 

 平成17年６月当社取締役管理部長 

 平成17年７月当社取締役管理本部長 

 平成18年５月当社代表取締役専務管理本部長（現任）

9 

  取締役 営業開発部長 青 井 一 弘 昭和33年４月20日生 

昭和54年３月 菱洋エレクトロ株式会社入社 

平成８年４月 シンデン・ハイテックス株式会社入社

平成17年４月 当社入社営業開発部長 

 平成17年６月当社取締役営業開発部長（現任） 

－ 

   取締役  城 下  保 昭和20年３月27日生 

昭和59年７月 菱洋エレクトロ株式会社入社 

平成５年４月 同社取締役本部長 

平成７年６月 シンデン・ハイテックス株式会社設立代

表取締役（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

5 

   取締役  齋 藤 敏 積 昭和26年９月16日生 

昭和60年10月 菱洋エレクトロ株式会社入社 

平成７年７月 シンデン・ハイテックス株式会社入社取

締役（現任） 

 平成17年６月当社取締役（現任） 

5 

   取締役  藤 田 豊 彦 昭和20年11月18日生 

昭和43年４月 株式会社精工舎入社 

平成７年12月 シンデン・ハイテックス株式会社入社

平成10年６月 同社取締役 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

－ 

常勤監査役  櫻 井 義 勝 昭和14年３月９日生 

昭和53年４月 株式会社東芝 第三国際事業部電卓部門

調達担当部長 

平成６年10月 東芝テック株式会社入社 生産本部長付 

平成７年７月 同社マレーシア工場責任者 

平成12年４月 レオ電子株式会社入社取締役 

平成15年６月 同社副社長 

平成17年１月 同社顧問 

平成17年４月 同社退社 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

2 

監査役  萬 田 和 彦 昭和14年12月27日生 

昭和37年４月 日本電気株式会社入社 

昭和57年６月 同社資材部国際購買部長 

平成２年７月 同社広報部長 

平成10年１月 同社常務理事 

平成16年３月 株式会社マクニカ入社アドバイザー(兼)

株式会社アルティマ監査役（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

3 

監査役  新 村 拓 司 昭和10年１月29日生 

昭和33年４月 三菱電機株式会社入社

平成２年６月 同社取締役資材部長 

平成５年６月 同社常務取締役 

平成11年６月 同社顧問 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

2 

    計 28 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、株主利益重視、投資家保護並びに株主に対するアカウンタビリティ重視の観点から、経営環境の変化に

迅速かつ的確に対応できる透明性の高い経営体制の構築に取組んでおります。なお、以下の事項につきましては当

事業年度末現在の状況について記載しております。 

 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する施策の状況 

① 会社の機関の内容 

  当社は、監査役制度を採用しており、監査役は取締役の業務執行に関する監査を行っております。 

  当社のコーポレートガバナンスに関する体制は取締役会及び監査役会で構成されております。 

 

② 内部統制組織の整備の状況  

  当社の内部統制組織として、意思決定と機動性を重視した６名の取締役で構成されている取締役会があります。 

  取締役会は毎月１回定期的に開催し、重要な案件が発生した場合には臨時取締役会を開催しております。取締役 

 会は意思決定機関としてだけでなく代表取締役並びに業務担当役員が相互に業務執行の状況を監督する機能も果た 

 しております。 

  また、取締役会にて意思決定された事案については、月１回開催される「経営会議」において周知徹底を図り、 

 意思決定された事案が的確かつ、迅速に伝達され、速やかに実行される仕組みとなっております。 

 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

  当社の内部監査につきましては、会社規模が小さいことから管理部にて日常的に監査業務を行っております。 

  また、監査役会は３名で構成され全員を社外から登用し、取締役会の意思決定の妥当性及び取締役の業務執行の 

 状況を監査しております。 

  実際の監査役監査につきましては、常勤監査役が取締役会に出席して意見を述べるほか、取締役などに対して報 

 告を求めたりすること等により監査を実施しております。また、会計監査人に対しても随時、監査について説明及 

 び報告を求め、それらを基に取締役などの業務執行の妥当性、効率性等を幅広く検証し、取締役の業務執行を監査

 しております。 

 

④ 会計監査の状況 

  当社の会計監査につきましては中央青山監査法人と商法及び証券取引法に基づく監査契約を締結しており、定期 

 的な監査のほか、会計上の課題については随時確認を行い適正な会計処理につとめております。 

  なお、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はあり 

 ません。当期において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および監査業務にかかる補助者の構成については 

 以下のとおりです。 

  ・業務を執行した公認会計士の氏名 

      指定社員 業務執行社員：大橋洋史氏、藤原道夫氏 

  ・会計監査業務にかかる補助者の構成：公認会計士４名、会計士補５名 

  

⑤ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  当社には社外取締役はおりませんが、監査役は全員（３名）社外監査役であります。会社と社外監査役との間に 

 は、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

 

 (２）リスク管理体制の整備の状況 

  リスク管理体制の整備につきましては、取締役会においてリスク事項等を一元管理しており、その内容に応じ 

 て各部門への指示等を迅速かつ、的確に行なうようにしております。また、リスク問題の解決にあたり組織横断的 

 な事項が発生した場合、適時に関係部署の責任者を招集し、リスク問題に対応しております。 

 

（３）役員報酬の内容 

  当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は以下のとおりであります。 

   取締役に対する年間報酬総額             17,628千円 

   監査役に対する年間報酬総額        8,934千円 

 （うち社外監査役に対する年間報酬総額    8,934千円） 



（４）監査報酬の内容 

  当社が中央青山監査法人と締結した商法及び証券取引法の監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は 

 以下のとおりであります。 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 12,000千円 

  上記以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、第23期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第23期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び第24期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監

査を受けております。 

連結財務諸表について 

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、子会社でありますADTEC Corporation UK Limitedは会社清算のための活動のみを行っており、清算に伴う損益

見込み額はすべて当社の損益に取り込んでおります。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第23期 

（平成17年３月31日） 
第24期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   736,866   430,308  

２．受取手形    264,927   62,667  

３．売掛金 ※３  1,789,091   931,488  

４．商品   188,009   131,356  

５．製品   613,288   217,141  

６．原材料   161,603   128,285  

７．仕掛品   57,604   80,872  

８．貯蔵品   1,475   1,229  

９．前渡金   47,862   15,916  

10．前払費用   18,057   12,042  

11．未収入金   137,059   71,709  

12．未収消費税等   31,396   －  

13．その他   15,251   2,767  

貸倒引当金   △2,195   △6,173  

流動資産合計   4,060,301 86.6  2,079,613 87.4 

 



  
第23期 

（平成17年３月31日） 
第24期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  51,231   7,854   

減価償却累計額  33,239 17,992  679 7,175  

(2）車両運搬具  21,061   －   

減価償却累計額  15,107 5,953  － －  

(3）工具器具備品  240,582   136,934   

減価償却累計額  211,665 28,916  107,605 29,329  

有形固定資産合計   52,862 1.1  36,504 1.6 

２．無形固定資産        

(1）電話加入権   3,084   3,084  

(2）ソフトウェア   97,100   68,527  

無形固定資産合計   100,184 2.2  71,611 3.0 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   26,513   69,619  

(2）関係会社株式   135,737   10,000  

(3）役員長期貸付金   1,988   －  

(4）従業員長期貸付金   10,253   5,744  

(5）関係会社長期貸付金   26,533   20,322  

(6）破産債権等  ※３  42,221   38,704  

(7）長期未収入金   －   214,870  

(8）差入保証金   248,284   90,199  

(9）その他   52,247   15,201  

貸倒引当金   △68,754   △273,924  

投資その他の資産合計   475,024 10.1  190,737 8.0 

固定資産合計   628,071 13.4  298,853 12.6 

資産合計   4,688,373 100.0  2,378,467 100.0 

             

 



  
第23期 

（平成17年３月31日） 
第24期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   701,849   223,939  

２．短期借入金  ※４  1,700,000   525,100  

３．未払金   8,826   3,509  

４．未払費用   152,801   97,930  

５．未払法人税等   11,673   6,963  

６．未払消費税等   －   9,100  

７．預り金   18,620   7,512  

８．オプション等負債   262,024   －  

９．その他   3,052   －  

流動負債合計   2,858,848 61.0  874,055 36.8 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   795   －  

２．退職給付引当金   29,034   31,559  

３．長期預り金   26,181   26,443  

固定負債合計   56,012 1.2  58,002 2.4 

負債合計   2,914,861 62.2  932,057 39.2 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  1,378,710 29.4  1,378,710 57.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  1,436,210   519,852   

資本剰余金合計   1,436,210 30.6  519,852 21.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  33,646   －   

２．任意積立金        

(1）別途積立金  55,270   －   

３．当期未処理損失  1,005,273   329,016   

利益剰余金合計   △916,357 △19.5  △329,016 △13.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,159 0.0  6,324 0.3 

Ⅴ 自己株式 ※２  △126,209 △2.7  △129,461 △5.4 

資本合計   1,773,512 37.8  1,446,409 60.8 

負債・資本合計   4,688,373 100.0  2,378,467 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  8,206,256   4,514,797   

２．商品売上高  2,384,073 10,590,329 100.0 2,144,658 6,659,456 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品売上原価        

(1）期首製品たな卸高  1,453,060   613,288   

(2）当期製品仕入高  3,450,195   858,962   

(3）当期製品製造原価  3,669,228   2,751,230   

合計  8,572,484   4,223,481   

(4）他勘定振替高 ※２ 143,012   40,636   

(5）期末製品たな卸高  613,288    217,141    

   7,816,183    3,965,703    

(6）原材料評価損  6,384 7,809,798  12,380 3,953,322  

２．商品売上原価        

(1）期首商品たな卸高  435,632   188,009   

(2）当期商品仕入高  2,032,044   1,733,186   

合計  2,467,677   1,921,196   

(3）期末商品たな卸高  188,009 2,279,667  131,356 1,789,839  

売上原価合計   10,089,466 95.3  5,743,162 86.2 

売上総利益   500,863 4.7  916,294 13.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．役員報酬  62,737   26,562   

２．給料手当  439,351   359,236   

３．福利厚生費  61,837   40,806   

４．退職給付費用  6,757   3,436   

５．荷造発送費  161,737   94,139   

６．販売促進費  55,969   27,458   

７．梱包費  49,752   34,041   

８．賃借料  149,958   94,159   

９．支払手数料  108,072   82,537   

10．旅費交通費  －   55,165   

11．減価償却費  42,660   40,256   

12．貸倒引当金繰入額  －   3,978   

13．その他  273,004 1,411,838 13.3 125,307 987,087 14.8 

営業損失   910,975 △8.6  70,793 △1.0 

 



  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  4,748   953   

２．受取配当金  318   1,135   

３．為替差益  20,348   154,462   

４．雑収入  10,593 36,009 0.3 19,167 175,719 2.6 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  36,586   16,356   

２．債権売却損  －   2,932   

３．コミットメントライン 
  アレンジャーフィー 

 14,996  
  

 
5,643  

  

 

４．雑損失  263 51,846 0.5 2,602 27,535 0.4 

経常利益又は経常損失
（△） 

  △926,811 △8.8  77,391 1.2 

Ⅵ 特別利益        

１．退職給付引当金戻入益   33,176     －     

２．関係会社株式売却益   － 33,176 0.3 1,025 1,025 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．貸倒引当金繰入額   －   244,331   

２．投資有価証券評価損   －   66,048   

３．製品補償損失   －   45,335   

４．本社等移転費用   －   35,582   

５．固定資産除売却損 ※３  －   8,394   

６．会員権売却損   －   2,275   

７．事業再編損失 ※１  652,170   －   

８．ゴルフ会員権評価損   13,800 665,970 6.2 － 401,967 6.0 

税引前当期純損失   1,559,605 △14.7  323,550 △4.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 5,891   5,466   

法人税等還付額  △9,194   －   

法人税等調整額  81,379 78,076 0.8 － 5,466 0.1 

当期純損失   1,637,681 △15.5  329,016 △4.9 

前期繰越利益   632,408   －  

当期未処理損失   1,005,273   329,016  

        



製造原価明細書 

脚注 

  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  3,101,286 85.2 2,336,527 84.2 

Ⅱ 労務費  183,702 5.0 147,584 5.3 

Ⅲ 経費 ※２ 351,356 9.8 290,386 10.5 

当期総製造費用  3,636,345 100.0 2,774,497 100.0 

期首仕掛品棚卸高  90,487  57,604  

合計  3,726,833  2,832,102  

期末仕掛品棚卸高  57,604  80,872  

当期製品製造原価  3,669,228  2,751,230  

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 

 １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 

※２．経費の主な内訳 ※２．経費の主な内訳 

外注加工費 237,636千円 

再生加工費 58,521 

外注加工費 183,485千円 

再生加工費 50,254 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

   

税引前当期純損失（△）  △1,559,605 △323,550 

減価償却費  42,660 40,256 

関係会社株式評価損  24,637 － 

投資有価証券評価損  35,631 66,048 

関係会社株式売却益  － △1,025 

固定資産除売却損  － 25,124 

会員権売却損  － 2,275 

ゴルフ会員権評価損  13,800 － 

敷金償却損  － 15,143 

為替予約時価評価損  262,024 － 

貸倒引当金の増減額  27,572 248,310 

退職給付引当金の増減額  △40,751 2,524 

受取利息及び受取配当金  △5,067 △2,088 

支払利息  36,586 16,356 

為替差損益  △20,348 △238,756 

売上債権の増減額  1,336,103 1,074,939 

たな卸資産の増減額  1,401,149 463,096 

長期未収入金の増減額  － △214,870 

仕入債務の増減額  △467,269 △316,205 

未払費用の増減額  △7,959 △45,392 

その他  48,943 37,914 

小計  1,128,108 850,098 

利息及び配当金の受取額  3,938 2,085 

利息の支払額  △34,376 △14,671 

法人税等の還付額  49,175 － 

法人税等の支払額  △3,010 △15,176 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

 1,143,835 822,335 

 



  
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

   

有形固定資産の取得による 
支出 

 △9,843 △28,758 

有形固定資産の売却による 
収入 

 － 4,625 

無形固定資産の取得による 
支出 

 △30,429 △604 

投資有価証券の取得による 
支出 

 △602 △2,688 

投資有価証券の売却による 
収入 

 99,727 － 

関係会社株式の売却による 
収入 

 － 25,821 

貸付金の回収による収入  － 6,639 

敷金保証金の支出  － △31,416 

敷金保証金の返還による 
収入 

 － 37,561 

会員権売却による収入  － 36,363 

その他  23,360 1,686 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

 82,213 49,227 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

   

短期借入金の純増減額  △2,240,000 △1,174,900 

自己株式の取得による支出  △2,081 △3,251 

配当金の支払額  △44,750 － 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

 △2,286,832 △1,178,151 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 20,348 29 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,040,434 △306,558 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,777,301 736,866 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 736,866 430,308 

    



④【損失処理計算書】 

  損失処理計算書 

   
第23期 

（株主総会承認日 
 平成17年６月29日） 

第24期 
（株主総会承認日 
 平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失   1,005,273  329,016 

Ⅱ 損失処理額        

1.任意積立金取崩額 
別途積立金取崩額 

 55,270  －  

２．利益準備金取崩額  33,646   －   

３．資本準備金取崩額  916,357 1,005,273 329,016 329,016 

Ⅲ 次期繰越損失   －  － 

         



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は２事業年度連続して営業損失の状況にあり、また

当事業年度において大幅な損失を計上したことによりコ

ミットメントライン契約（総額3,500百万円、平成17年３

月31日現在実行残高1,700百万円）の財務制限条項に抵触

する事実も発生しております。当該状況により、当社に

は継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は当該状況を解消すべく、コミットメントライン

契約の財務制限条項に抵触したことにより発生した期限

の利益の喪失（借入金の即時返済）について、コミット

メントライン契約参加金融機関との交渉の結果、期限の

利益喪失について猶予をいただいております。 

 また、当業界に精通したシンデン・ハイテックス株式

会社がビジネスパートナーとして参画することにより、

法人営業力の強化、特にOEMビジネスを強化し、また、組

織の簡素化に努め、人件費を含めた総経費の一層の削減

に努力し、効率的な経営を実践する方針であります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 当社の営業損益は前２事業年度に比べ大幅に改善いたし

ましたが、３事業年度連続して営業損失の状況にありま

す。当該状況により、当社には継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

 当社は当該状況を解消すべく、以下の取組みを実践い

たします。 

１．シンデン・ハイテックス社との協業推進により、新  

  規商品事業を展開し、ＯＥＭビジネスの拡大および 

  ＯＥＭ対応力の向上を図ります。 

２．経営環境の変化に対応し、社内組織体制を適時見直 

  し、同時に内部統制システムを定期的に点検し、業 

  務の適正化を図ります。 

３．会社の中核となる社員を育成し、定着化を図りま 

  す。 

４．人員および総経費の適正化に努めるとともに、財務 

  体質の健全化をさらに進めます。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 



重要な会計方針 

項目 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品……移動平均法による原価法 

製品……移動平均法による低価法 

原材料…移動平均法による低価法 

仕掛品…個別法による原価法 

貯蔵品…移動平均法による原価法 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      10年～18年 

車両運搬具   ２年～６年 

工具器具備品  ３年～10年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額（簡便法）に基づき計上しており

ます。 

 （会計処理方法の変更） 

 従来、原則法により算定した退職給

付債務に基づいて退職給付引当金を計

上しておりましたが、不採算事業の見

直しのため人員削減を実施したことに

より、従業員数が著しく減少し、合理

的に数理計算上の見積りを行なうこと

が困難となったため、当事業年度より

簡便法により算定した退職給付債務に

基づいて計上する方法へ変更いたしま

した。 

 また、会計基準変更時差異、過去勤

務債務及び数理計算上の差異について

は5年間で費用処理することとしており

ましたが、当該変更により会計基準変

更時差異、過去勤務債務及び数理計算

上の差異の未処理額が実態に合致しな

くなったため、当事業年度において一

括して処理を行なっております。 

 この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、営業損失、経常損失は

8,846千円減少し、税引前当期純損失は

42,023千円減少しております。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額（簡便法）に基づき計上しており

ます。 

       ────── 

  

  

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

       ────── 

  

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

為替関連…為替予約取引、通貨オ

プション取引 

金利関連…金利スワップ取引 

  

  

 （ヘッジ対象） 

為替関連…外貨建予定取引 

金利関連…借入金利息 

 

 (3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程に基づき、為替予約

については実需の範囲内で実施し、金

利スワップについては同一種類の金利

について中期の金利変動リスクに対し

て実施しております。 

  

  

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッジ開始時

から各半期までの期間において、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象のそれぞれのキャ

ッシュ・フロー変動額を比較する他、

予定取引額に対する実際取引額の比率

を確認し判定しております。 

 金利スワップについては、借入金の

変動金利と金利スワップで受払される

変動金利の種類が同一である場合、有

効性は確保されるものとしておりま

す。 

  

  

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

          ──────  固定資産の減損に係る会計基準 

   当事業年度より、固定資産の減損会計に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 



表示方法の変更 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

          ────── 

  

 （損益計算書） 

 前事業年度まで「旅費交通費」は販売費および一般管理

費の「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的に

重要性が増したため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「旅費交通費」の金額は

74,767千円であります。 

          ────── 

  

（キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付金の回収に

よる収入」は、前事業年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的に重要性が増したため区分掲記して

おります。 

 なお、前事業年度の「その他」に含まれている「貸付金

の回収による収入」の金額は3,134千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第23期 
（平成17年３月31日現在） 

第24期 
（平成18年３月31日現在） 

※１．会社が発行する株式の総数 ※１．会社が発行する株式の総数 

普通株式 27,328,000株 

発行済株式の総数 普通株式 9,266,720株 

普通株式 27,328,000株 

発行済株式の総数 普通株式 9,266,720株 

※２．自己株式 ※２．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

323,020株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

334,560株であります。 

※３．関係会社項目 ※３．関係会社項目 

関係会社に対する資産には次のものがあります。 関係会社に対する資産には次のものがあります。 

流動資産   

売掛金 63,991千円 

固定資産   

破産債権等 36,604千円 

※４．借入金残高の内訳およびコミットメントライン 

   契約の総額および実行額は以下のとおりです。 

 なお、コミットメントライン契約（平成17年３月31日現

在実行残高1,700,000千円）については、財務制限条項が

あり、当該条項に抵触した場合には、期限の利益を失い、

直ちに借入金を返済する義務が生じます。 

（１）借入金残高の内訳     

  コミットメントライン 

  契約に基づく借入額 
1,700,000 千円

  当事業年度末残高 1,700,000 千円

（２）コミットメントライン契約   

  コミットメントライン 

  契約総額 
3,500,000 千円

  当事業年度末実行残高 1,700,000 千円

  差引 1,800,000 千円

            ────── 

  

          ────── 

  

５．受取手形の割引高 

                  131,160 千円 

６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産額は1,159千円でありま

す。 

６．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産額は6,324千円でありま

す。 

７．資本の欠損 

  資本の欠損の額は1,076,213千円であります。 

７．資本の欠損 

  資本の欠損の額は458,477千円であります。 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．事業再編損失の内訳 

棚卸資産処分損 274,452千円 

為替予約評価損 262,024千円 

関係会社株式評価損等 86,802千円 

役員退職金 19,396千円 

その他 9,494千円 

          ────── 

※２．他勘定振替高の主な内訳 

為替差損 △130,685千円 

棚卸資産処分損 274,452千円 

※２．他勘定振替高の主な内訳 

製品補償損失 37,459千円 

棚卸資産処分損 4,000千円 

         ────── ※３．固定資産除売却損の内訳 

 工具器具備品除却損 6,514千円 

ソフトウエア除却損 990千円 

車両運搬具売却損 580千円 

車両運搬具除却損 309千円 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ 

  れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ 

  れている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 736,866千円 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

 現金及び現金同等物 736,866千円 

 現金及び預金勘定 430,308千円 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

 現金及び現金同等物 430,308千円 



（リース取引関係） 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転するものと認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転するものと認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（注）従来、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 

  が工具器具備品の期末残高等に占める割合が低いた 

  め、支払利子込み法により算定しておりましたが、当 

  事業年度よりその割合が増したため、支払利子抜き 

  法により算定しております。 

     なお、当事業年度末のリース物件について従来の支 

    払利子込み法により算定した金額は次のとおりです。 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 25,848 9,465 16,383 

ソフトウエア 14,429 2,188 12,240 

合計 40,278 11,654 28,624 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 27,498 10,215 17,282 

ソフトウエア 15,081 2,287 12,793 

合計 42,579 12,503 30,076 

  ────── 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 21,709 10,651 11,057 

ソフトウエア 14,429 5,074 9,354 

合計 36,138 15,726 20,412 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

（注）従来、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ 

    ース料期末残高が工具器具備品の期末残高等に占る割 

  合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま 

  したが、当事業年度よりその割合が増したため、支 

  払利子抜き法により算定しております。 

      なお、当事業年度末のリース物件について従来の支 

    払利子込み法により算定した金額は次のとおりです。 

 １年内 8,181千円 

 １年超 20,777千円 

合計  28,959千円 

 １年内 8,680千円 

 １年超 21,396千円 

合計  30,076千円 

 ────── 

 １年内 7,010千円 

 １年超 13,767千円 

合計  20,777千円 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

（注）当事業年度末のリース物件について従来の支払利子 

   込み法により算定した金額は次のとおりです。 

支払リース料 7,105千円 

減価償却費相当額 6,697千円 

支払利息相当額 536千円 

支払リース料 7,105千円 

減価償却費相当額 7,105千円 

────── 

支払リース料 8,680千円 

減価償却費相当額 8,211千円 

支払利息相当額 499千円 

 



第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

            同左 

(5）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

  額を利息相当額とし、各期への配分方法については 

  利息法によっています。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料     

１年内 1,200千円 

１年超 4,400千円 

合計 5,600千円 

                ────── 



（有価証券関係） 

有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について66,048千円減損処理を行っております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、当事業年度末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て

   減損処理を行い、30%～50%程度下落した場合には、当該金額が２期連続して回復しない場合、減損処理を行ってお 

     ります。 

時価のない主な有価証券の内容 

種類 

第23期（平成17年３月31日現在） 第24期（平成18年３月31日現在） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
      

株式 21,345 24,135 2,790 6,996 10,865 3,868 

債券       

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 21,345 24,135 2,790 6,996 10,865 3,868 

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
      

株式 3,180 2,345 △835 41,265 40,610 △655 

債券       

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

小計 3,180 2,345 △835 41,265 40,610 △655 

合計 24,525 26,480 1,955 48,261 51,475 3,213 

 

第23期 
（平成17年３月31日現在） 

第24期 
（平成18年３月31日現在） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式 135,737 10,000 

非上場株式 33 18,144 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で

は為替予約取引及び通貨オプション取引、金利関連では

金利スワップ取引であります。 

１．取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連

では為替予約取引及び通貨オプション取引でありま

す。 

２．取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引に対する取組方針としては、ヘッジ

目的の取引に限定しており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

２．取引に対する取組方針 

同左 

３．取引の利用目的 

 通貨関連では外貨建予定取引の為替変動リスクを回

避する目的で、また金利関連では借入金利等の将来の

金利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的でデリバティブ取引を利用しております。 

 なお、ヘッジ会計の方法等については、重要な会計方

針７．ヘッジ会計の方法に記載しております。 

３．取引の利用目的 

 通貨関連では外貨建予定取引の為替変動リスクを回

避する目的で、デリバティブ取引を利用しておりま

す。 

４．取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引及び通貨オプション取引は為替相場の

変動によるリスクを金利スワップ取引は市場金利の変

動によるリスクを負います。 

 また、取引の相手方はいずれも信用度の高い国内金融

機関であり、相手方の契約不履行によるリスクは存在し

ないと認識しております。 

４．取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引及び通貨オプション取引は為替相場の

変動によるリスクを負います。 

 また、取引の相手方はいずれも信用度の高い国内金

融機関であり、相手方の契約不履行によるリスクは存

在しないと認識しております。 

５．取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理につきましては、管理

規程を設け、執行については財務担当者が担当し、管理

は管理部長が行い、さらに社長の承認を得て実行してお

ります。 

５．取引に係るリスク管理体制 

同左 

区分 種類 

第23期（平成17年３月31日） 第24期（平成18年３月31日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取引以外

の取引 

オプション取引 

ゼロコストオプショ

ン 

4,679,558 1,480,900 4,417,533 △262,024 － － － － 

合計 4,679,558 1,480,900 4,417,533 △262,024 － － － － 

第23期 第24期 

 （注）時価の算定方法 

    取引先金融機関から提示された価格 

    等に基づき算定しております。 

    ────── 

  

   

  



（退職給付関係） 

 １．採用している退職給付制度の概要 

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

 ２．退職給付債務及びその内訳 

（注）当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

 ３．退職給付費用及びその内訳 

  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
第23期 

（平成17年３月31日現在） 
第24期 

（平成18年３月31日現在） 

(1）退職給付債務（千円）   29,034    31,559  

(2）退職給付引当金（千円） 29,034 31,559 

 
第23期 

（自平成16年４月１日） 
 至平成17年３月31日） 

第24期 
（自平成17年４月１日） 
 至平成18年３月31日） 

勤務費用（千円）   10,603    8,345  

退職給付費用（千円） 10,603 8,345 

第23期 

 （自平成16年４月１日 

   至平成17年３月31日） 

第24期 

 （自平成17年４月１日 

   至平成18年３月31日） 

 簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載

しておりません。 

 なお、当事業年度において退職給付債務の算定方法を原

則法より簡便法に変更いたしました。これは、不採算事業

の見直しのため人員削減を実施したことにより、従業員数

が著しく減少したため、合理的に数理計算上、見積りを行

うことが困難となったためであります。また、会計基準変

更時差異、過去勤務債務及び数理計算上の差異については

5年間で費用処理することとしておりましたが、当該変更

により会計基準変更時差異、過去勤務債務及び数理計算上

の差異の未処理額が実態に合致しなくなったため、当事業

年度において一括して処理を行なっております。 

 簡便法を採用しておりますので、基礎率等について記載

しておりません。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

（単位：千円）

平成17年３月31日現在

繰延税金資産  

繰越欠損金 851,177

未払事業税所否認 1,235

未払事業税否認 2,397

たな卸資産評価損否認 73,565

退職給付引当金超過額 11,416

未払役員退職金否認 7,892

ゴルフ会員権評価損否認 17,342

貸倒引当金繰入限度超過額 20,190

長期前払費用償却限度超過額 9,781

 その他 693

繰延税金資産小計 995,692

評価性引当額 △995,692

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △795

繰延税金負債合計 △795

繰延税金負債の純額 △795

（単位：千円）

平成18年３月31日現在

繰延税金資産  

繰越欠損金 971,281

未払事業税否認 835

たな卸資産評価損否認 11,621

退職給付引当金超過額 12,841

ゴルフ会員権評価損否認 2,425

貸倒引当金繰入限度超過額 109,598

長期前払費用償却限度超過額 1,856

 その他 396

繰延税金資産小計 1,110,858

評価性引当額 △1,110,858

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金負債の純額 －

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

 当事業年度に関しましては税引前当期純損失を計上し

たため、当該事項は記載しておりません。 

 当事業年度に関しましては税引前当期純損失を計上し

たため、当該事項は記載しておりません。 

第23期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額 112,233千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 61,001千円 

持分法を適用した場合の投資損失の金額 25,515千円 

関連会社に対する投資の金額 10,000千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 10,374千円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 3,014千円 



【関連当事者との取引】 

第23期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

海外向け当社製品の販売については、一般取引条件と同様に決定しております。 

第24期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注）１．河合 優は平成17年12月29日をもって主要株主でなくなったため平成17年４月１日より平成17年12月29日ま

での取引を記載しております。 

    ２．二宮 浩は平成17年６月29日をもって辞任しているため平成17年４月１日より平成17年６月29日までの取 

      引を記載しております。また、期末残高については辞任日の残高を記載しております。 

     ３．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

      資産の売却取引については取引月の当社簿価を基準とし交渉の上、決定しております。 

       資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

     ４．上記取引金額には消費税等は含まれておりません。 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       市場価格を勘案し、その都度価格交渉の上、決定しております。 

属性 氏名 事業の内容又は職業 
議決権等の被
所有割合 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

役員及びその

近親者 
二宮 浩 当社取締役 直接 0.4％ 

貸付金 

  利息の受取 

－ 

41 
長期貸付金 1,988 

属性 会社等の名称 住所 資本金 
事業の内
容 

議決権等
の所有割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上の
関係 

子会社 (株)アミックス 
東京都 

目黒区 

10,000 

千円

電子部品 

販売 
直接100％ 

兼任 

２名 

海外向け

当社製品

の販売 

海外向け当

社製品の販

売 

151,536 売掛金 － 

子会社 
ADTEC Corporation 

 UK Limited 
英国 

25,000 

ポンド

電子部品 

販売 
直接100％ ― 

海外向け

当社製品

の販売 

海外向け当

社製品の販

売 

50,779 売掛金 63,455 

属性 氏名 事業の内容又は職業 
議決権等の被
所有割合 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

個人主要株主 河合 優 会社役員 直接 6.1％ 

子会社株式の売却 

  社有車の売却 

 会員権の売却  

25,821 

3,815 

36,363 

― － 

役員及びその

近親者 
二宮 浩 当社取締役 直接 0.3％ 

貸付金 

   利息の受取 

－ 

13 
長期貸付金 1,988 

属性 
会社等の名
称 

住所 資本金 
 事業の内 

 容 

議決権等の
被所有割合

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

その他の

関係会社 

シンデン・

ハイテック

ス㈱ 

東京都 

中央区 

340,000 

 千円

電子部品

販売 
直接32.8%   兼任３名

電子部品

の購入 

 電子部品

 の販売 

電子部品

の購入 

 電子部品 

 の販売 

1,386,553 

307,094 

買掛金 

 売掛金 

28,316

44,835



       子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引金額は子会社（ADTEC Corporation UK Limited)を清算する過程において発生した製品売上の返品高を

記載しております。 

期末残高については売掛金勘定より破産債権等勘定に振り替えた金額を記載しております。 

属性 会社等の名称 住所 資本金 
事業の内
容 

議決権等
の所有割
合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上の
関係 

子会社 
ADTEC Corporation 

 UK Limited 
英国 

25,000 

ポンド

電子部品 

販売 
直接100％ ― 

海外向け

当社製品

の販売 

海外向け

当社製品

の販売 

△23,033 
破産債権

等 
27,936 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

項目 
第23期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第24期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円 銭） 198 30 161 93 

１株当たり当期純損失金額（円 銭） 183 05 36  81 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失である為記載しておりませ

ん。 

 同左 

 
第23期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第24期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 1,637,681 329,016 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,637,681 329,016 

期中平均株式数（千株） 8,946 8,937 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約権の

数 124個） 

 詳細は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権２種類（新株予約権の

数 77個） 

 詳細は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

Prolific Technology Inc. 439,833 38,085 

EF Tech Co.,Ltd 4,500 18,111 

株式会社 ベスト電器 10,000 5,250 

ダイワボウ情報システム 株式会社 1,860 4,147 

日本電信電話 株式会社 5 2,525 

東京電力 株式会社 500 1,467 

  株式会社 ロックウエーブ 33,000 33 

  小計 489,698 69,619 

計 489,698 69,619 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期減少額の内訳は次のとおりであります。 

    建    物 本店45,218千円 カスタマ・センター3,818千円 大阪支店2,195千円 

    工具器具備品 本店120,676千円 

資産の種類 
前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 51,231 7,854 51,231 7,854 679 1,941 7,175 

車両運搬具 21,061 － 21,061 － － 629 － 

工具器具備品 240,582 17,029 120,676 136,934 107,605 10,102 29,329 

有形固定資産計 312,875 24,883 192,969 144,789 108,284 12,673 36,504 

無形固定資産        

電話加入権 3,084 － － 3,084 － － 3,084 

ソフトウェア 138,815 － 1,800 137,015 68,488 27,583 68,527 

無形固定資産計 141,899 － 1,800 140,099 68,488 27,583 71,611 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率の算定には、期中平均を使用しております。 

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は334,560株であります。 

 ２．当期減少額は前期決算の損失処理によるものであります。 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の当期減少額のうち、目的使用以外の減少は、洗替による取崩額および回収による戻入等であります。

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,700,000 525,100 2.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
－ － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,700,000 525,100 － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,378,710 － － 1,378,710 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （9,266,720） － － （9,266,720） 

普通株式 （千円） 1,378,710 － － 1,378,710 

計 （株） （9,266,720） － － （9,266,720） 

計 （千円） 1,378,710 － － 1,378,710 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金(注）２ （千円） 1,436,210 － 916,357 519,852 

計 （千円） 1,436,210 － 916,357 519,852 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金）（注）２ （千円） 33,646 － 33,646 － 

（任意積立金）      

別途積立金（注）２ （千円） 55,270 － 55,270 － 

計 （千円） 88,916 － 88,916 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 70,949 251,465 38,161 4,154 280,098 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 725 

預金の種類  

当座預金 352,780 

普通預金 71,170 

定期預金 － 

その他の預金 5,631 

小計 429,582 

合計 430,308 

相手先 金額（千円） 

 日本電計 株式会社 18,034 

 丸紅インフォテック 株式会社 11,444 

  株式会社 ＴＯＯ 10,635 

 東芝情報機器 株式会社 5,192 

 カシオ計算機  株式会社 4,538 

 その他 12,821 

合計 62,667 

期日別 金額（千円） 

平成18年５月 544 

６月 19,333 

７月 14,000 

８月 28,789 

合計 62,667 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

相手先 金額（千円） 

 ダイワボウ情報システム株式会社 162,196 

ソフトバンクＢＢ株式会社 97,492 

丸文セミコン株式会社 51,811 

 シンデン・ハイテックス株式会社 44,835 

 沖電気工業株式会社 43,392 

 その他 531,760 

合計 931,488 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,789,091 6,989,883 7,847,486 931,488 89.4 71.0 

品目 金額（千円） 

フラッシュメモリ関連商品 131,356 

合計 131,356 

品目 金額（千円） 

デスクトップ用メモリモジュール 66,864 

ノートブック用メモリモジュール 42,478 

サーバー・ワークステーション用メモリモジュール 10,480 

ＯＥＭ用メモリモジュール 154 

その他周辺機器等 97,163 

合計 217,141 



６）原材料 

７）仕掛品 

８）貯蔵品 

 ９）長期未収入金 

② 負債の部 

１）買掛金 

品目 金額（千円） 

チップ 96,396 

基板 22,578 

その他部材 9,309 

合計 128,285 

品目 金額（千円） 

デスクトップ用メモリモジュール 1,470 

ノートブック用メモリモジュール 72,723 

サーバー・ワークステーション用メモリモジュール 86 

ＯＥＭ用メモリモジュール 5,596 

その他周辺機器 995 

合計 80,872 

区分 金額（千円） 

貯蔵品（抵抗等） 1,229 

合計 1,229 

区分 金額（千円） 

エムピオ・ジャパン株式会社 132,394 

ＭＰＩＯ Ｃｏ.,Ｌｔｄ 82,476 

合計 214,870 

相手先 金額（千円） 

 株式会社エイム 30,756 

  シンデン・ハイテックス株式会社 28,316 

  今中株式会社 27,532 

 株式会社トーメンエレクトロニクス 26,560 

 株式会社ハイニックス・セミコンダクター・ジャパン 17,014 

  その他 93,759 

合計 223,939 



(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．単元未満株式の買取手数料は、以下に定める１単元当たりの売買委託手数料額を買取った単元未満株式数で 

      按分した額とする。 

（円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合は、2,500円とする。 

 （注）２．平成18年６月28日開催の定時株主総会の議決により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりま 

      した。 

     当社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が出来

     ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

日本証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

日本証券代行株式会社 

取次所 日本証券代行株式会社 支店・出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

日本証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

日本証券代行株式会社 

取次所 日本証券代行株式会社 支店・出張所 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額（注） 

公告掲載方法 日本経済新聞 （注）２ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

100万円以下の金額につき 1.150 ％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900 ％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700 ％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575 ％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375 ％ 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

  （第23期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

（第24期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

平成17年４月19日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主

の異動）に基づく臨時報告書であります。 

     平成18年１月11日関東財務局長に提出 

     証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株 

        主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

        平成18年５月８日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定（代表者の異動）に

基づく臨時報告書であります。 

  (4) 臨時報告書の訂正報告書 

    平成17年12月13日関東財務局長に提出 

    平成17年４月19日関東財務局長に提出した臨時報告書（提出会社の主要株主の異動）に関する訂正報告書 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社 ア ド テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドテック

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アドテック

の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記のとおり、会社は２事業年度連続して営業損失の状態にあり、また当事業年度において大幅な損失

を計上したことによりコミットメントライン契約の財務制限条項に抵触する事実も発生している状況にあることから、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を

前提に作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。 

２．重要な会計方針５.(２)会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から退職給付債務の算定方法を原則法か

ら簡便法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 ア ド テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドテック

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 株式会社アドテッ

クの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記のとおり、会社は３事業年度連続して営業損失の状態にあることから、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提に作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大橋 洋史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤原 道夫 
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